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総合型地域スポーツクラブの経営理念に関する研究 
-NPO 法人格を取得しているクラブの事例研究- 
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Management philosophy of comprehensive community sports clubs 
-NPO Case Study of the club has obtained a legal entity – 
 
Hajime Douzono 
 
 
This study was to clarify what contents the management philosophy of the community sports club which acquired the 
national NPO corporate rank emphasizes and whether they are functioning, compared with the data of Large companies and 
small business, and to analyze the contents and the club members’ rate of change. 1）The management philosophy of the 
community sports club as NPO corporate reflects the  awareness of a specific region, the contribution to the nation and the 
unity of the employees, compared with general companies. 2)The management philosophy of the community sports club is 
acting as a "cornerstone of management" and considered to be able to introduce management system with social mission for 
the business purpose as a cornerstone and to incorporate it into daily management. 3)  Since the management philosophy is 
a "cornerstone of management", as for the surveyed clubs there is presumed to be many clubs belonging to the start-up, the 
stage switching from the founding period. 4)The ratio of non-regular staff of community sports clubs is unknown. Though 
the management philosophy is set forth in principle, it is likely that they try to state a strong unity of organization and 
prevent the flow of human resources. 
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1 緒 言 
「スポーツ振興基本計画」において、総合型地域ス
ポーツクラブが、円滑かつ継続的に事業を展開するた
めに、NPO 法人格を取得することが望ましいと謳わ
れており 1）、法人化することで組織としての権利義務
の主体となり、また、NPO 法人格により、経営資源
を入手しやすくなるなどのクラブ経営上の理由から、
今後も多くの総合型地域スポーツクラブが NPO 法人
化に向けた検討を開始することが予想される。 
近年、マーケティングマネジメントの概念は営利組
織だけでなく、NPO である非営利組織においても重
要視されてきている。組織として事業計画を遂行する
ためには、社会的使命を目的とする NPO であるとは
いえ、NPO における CEO である理事長のリーダーシ 
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ている。また、NPO 法人の「組織安定性」「持続発展」
の条件の一つに「ガバナンス」の必要性が説かれてい
る。すなわち、組織が何を使命としているか、組織の
存在意義、その目的が明確にされていることが必要で
ある 2）。そして、ガバナンスの構築には、NPO のマネ
ジメント力を伸ばし、その社会信頼性を高めていくこ
とが同時に求められている 3）。 
井上・佐久間（2008）らは、経営戦略論の創始者で
あるチャンドラーやアンゾフ以降の主な定義からキー
ワードを抽出し、「環境」「資源」「行動」「競争」「長期」
「目的」「構想」「意思決定」といった用語に集約して
おり、企業を取り巻く経営環境の変化が一段と激しく
なってきた今日においてはビジョンやコンセプトとい
った将来方向を指し示す「目的」や「構想」の重要性
が増してきているとしている 4)。 
企業経営においては、松下幸之助は『実践経営哲学』
の冒頭で経営理念の確立の必要性を謳った。そして、
経営理念とは、「あらゆる経営について、“この経営を
何のために行うのか、そしてそれをいかに行っていく
ップのあるマネジメントおよび経営活動が求められ
鹿児島工業高等専門学校
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のか”という基本の考え方」であるとした 5）。同様に、
オムロンの創業者である立石一真も、企業を伸ばすた
めの 8 条件の第 1 条件に「経営理念を明確に打ち出
すこと」を言及した 6）。これらのことから、松下や立
石は、経営理念とは経営活動に関しての基本的な考え
方であり、企業の成長に向けて必要不可欠なものと考
えている。また、企業成長という観点から、W.Ouchi
（1981）、T.Peters ＆ R.Waterman（1982）、そして、
J.Collins ＆ J.Porras（1994）らによっても経営理念の
確立の重要性は指摘されている 7）。 
 これらのことから、組織の永続的な継続・発展の要
素の一つに、経営理念はあげられ、総合型地域スポー
ツクラブの永続的な発展の一つの要素として、理念を
中心とした経営が求められると考えられる。 
2 目 的 
本研究は、全国の NPO 法人格を取得している総合
型地域スポーツクラブの経営理念の内容と組織として
必要な機能、また経営理念と会員の増減率を明らかに
することが目的である。具体的には、全国の NPO 法
人格を取得している総合型地域スポーツクラブの経営
理念の内容がどのような内容を重視しているのか、そ
してそれらは機能しているのかについて上場企業、大
企業（未上場）、中小企業（未上場）のデータと比較し
て特徴を明らかにし、さらに経営理念の重視する内容
とクラブの会員の増減率について分析を加える。 
3 方 法 
本研究は 2011 年 9 月から 10 月に NPO 法人格を取
得している総合型地域スポーツクラブ 329クラブの理
事長などの経営トップに対して送付した「経営理念の
実態調査」のデータを利用する。回収数は、53 クラブ
（回収率 16.1％）であった。質問項目は、横川（2010a）
の経営理念の実態調査を参考にした。 
分析は、「経営理念の内容表現」、「経営理念の諸機能」
について、横川（2010a）（2010b）の結果と比較を可
能にするために、調査で用いた評価を間隔尺度と想定
して、それぞれの平均値を算出し、母集団の分布が正
規分布であると仮定し、独立したサンプルにおいての
Z 検定を行った。 
「クラブの経営理念と会員の平均増減率との比較」
は、近似曲線の傾きを求め、傾きがプラスのクラブを
会員数が増加傾向、傾きがマイナスのクラブを会員数
が減少傾向としクラブを二分した。会員数が増加傾向
のクラブは 30 クラブ、会員数が減少傾向のクラブは 8
クラブとなった。会員数が増加傾向のクラブと会員数
が減少傾向のクラブと「経営理念の諸機能」との関係
性を見るために、会員数が増加傾向のクラブと会員数
が減少傾向のクラブの評価を間隔尺度と想定しそれぞ
れの平均値を算出し、母集団の分布が正規分布である
と仮定し、独立したサンプルにおいての Z 検定を行っ
た。 
4 結 果 
(1)総合型地域スポーツクラブの経営理念の内容 
・上場企業との比較 
「従業員の団結・和」の項目において、クラブの平
均値は【4.43(SD=0.639)】、上場企業の平均値は
【4.07(SD=0.789)】であった。クラブと上場企業の平
均値間において Z 検定を行ったところ、5％水準で有
意差が見られた。 
・大企業（未上場）との比較 
「国家への奉仕」の項目において、クラブの平均値
は【3.39(SD=0.899)】、大企業（未上場）の平均値は
【2.98(SD=1.145)】であった。クラブと大企業（未上
場）の平均値間において Z 検定を行ったところ、5％
水準で有意差が見られた。よって、総合型地域スポー
ツクラブが大企業（未上場）より「国家への奉仕」を
重視していることが分かった。 
・中小企業（未上場）との比較 
「地域社会への貢献」の項目において、クラブの平
均値は【4.49(SD=0.539)】、中小企業（未上場）の平
均値は【3.78(SD=0.841)】であった。クラブと中小企
業（未上場）の平均値間において Z 検定を行ったとこ
ろ、5％水準で有意差が見られた。よって、総合型地
域スポーツクラブが中小企業（未上場）より「地域社
会への貢献」を重視していることが分かった。 
また、「従業員の団結・和」の項目において、クラブ
の平均値は【4.43(SD=0.639)】、中小企業（未上場）
の平均値は【3.93(SD=0.863)】であった。クラブと中
小企業（未上場）の平均値間において Z 検定を行った
ところ、5％水準で有意差が見られた。よって、総合
型地域スポーツクラブが中小企業（未上場）より「従
業員の団結・和」を重視していることが分かった。 
 
（2）総合型地域スポーツクラブの経営理念の機能 
・上場企業との比較 
クラブと上場企業の平均値間において Z検定を行っ
たところ、すべての項目において 5％水準で有意差が
なく関係性は見られなかった。 
・大企業（未上場）との比較 
「建前」の項目において、クラブの平均値は
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【2.02(SD=0.845)】、大企業（未上場）の平均値は
【1.70(SD=0.840)】であった。クラブと大企業（未上
場）の平均値間において Z 検定を行ったところ、5％
水準で有意差が見られた。よって、総合型地域スポー
ツクラブが大企業（未上場）より「経営理念は建て前
であって実際の経営活動には活かされていない」と認
識していることがわかった。 
・中小企業（未上場）との比較 
「ステイクホルダー意識の向上」の項目において、ク
ラブの平均値は【3.88(SD=0.594)】、中小企業（未上
場）の平均値は【3.52(SD=0.888)】であった。クラブ
と中小企業（未上場）の平均値間において Z 検定を行
ったところ、5％水準で有意差が見られた。よって、
総合型地域スポーツクラブが中小企業（未上場）より
「経営理念があることによってステイクホルダー意識
が高まる」と認識していることがわかった。 
「経営管理の拠り所」の項目において、クラブの平
均値は【4.08(SD=0.601)】、中小企業（未上場）の平
均値は【3.83(SD=0.637)】であった。クラブと中小企
業（未上場）の平均値間において Z 検定を行ったとこ
ろ、5％水準で有意差が見られた。よって、総合型地
域スポーツクラブが中小企業（未上場）より「経営理
念は日常の経営管理（マネジメント）をするうえで拠
り所となっている」と認識していることがわかった。 
 
（3）クラブの経営理念と会員の平均増減率 
会員数が増加傾向のクラブと会員数が減少傾向のク
ラブに分類し、「経営理念の内容」および「経営理念の
諸機能」との関係性を見るために、会員数が増加傾向
のクラブと会員数が減少傾向のクラブの評価を間隔尺
度と想定し、それぞれの平均値を算出し、母集団の分
布が正規分布であると仮定して、独立したサンプルに
おいての Z 検定を行ったところ、有意差は見られなか
った。 
5 考 察 
・総合型地域スポーツクラブの経営理念の内容 
本研究では、総合型地域スポーツクラブの経営理念
の内容において、「従業員の団結・和」を上場企業と有
意に中小企業より重視していた。一般的に NPO 法人
で働く個人に対し経済的インセンティブが欠如してい
ることが NPO 法人の総合型地域スポーツクラブにも
考えられ、NPO 法人総合型地域スポーツクラブの人
材は入れ替わりが多い可能性がある。よって経営理念
においては組織の一体感・団結を強く謳い、人材の流
出の防止を図っている可能性が考えられる。 
さらに、総合型地域スポーツクラブが大企業（未上
場）に比較して「国家への奉仕」を有意に重視してい
た。この理由としては、行政や企業がカバーできない
サービスのニーズを充足することができるという、
NPO 法人の特徴があるからだと考えられる。NPO 法
人の総合型地域スポーツクラブも子供や高齢者へのサ
ービスを通じて国策としてのスポーツ振興を意識して
いることも考えられる。 
さらに、総合型地域スポーツクラブにおいては「地
域社会への貢献」を中小企業（未上場）より有意に重
視していることが明らかになった。総合型地域スポー
ツクラブにおいては、「スポーツ振興基本計画」におい
て 2010 年までに、全国の各市町村において少なくと
も一つは総合型地域スポーツクラブを育成するとして
おり、地域を意識した経営理念を唱える必要がある為、
「地域社会への貢献」を重視した経営理念の掲げてい
る可能性がある。 
 
・総合型地域スポーツクラブの経営理念の機能 
経営理念の機能において、「ステイクホルダー意識の
向上」が中小企業（未上場）と比較して有意により機
能していることが分かった。 
「スポーツ振興基本計画」において2010年までに、
全国の各市町村において少なくとも一つは総合型地域
スポーツクラブを育成するとしており、ある一定の地
域を意識した経営を行っており、ステイクホルダーが
探りやすい環境が中小企業より存在している可能性が
ある。NPO 法人格を取得した総合型地域スポーツク
ラブにおいても、NPO 法人の正会員やクラブのサー
ビスの受益者、その他の利害関係者という特定の個人
への意識向上を図ることが結果的に社会的使命を果た
すことになるという経営理念の組み立てが今後のステ
ップとして必要であるといえるかもしれない。 
次に、経営理念の機能において、「経営管理の拠り所」
が中小企業（未上場）より有意に機能していることが
分かった。非営利組織のマネジメントは、事業目的で
ある社会的使命のミッションを基軸にしたマネジメン
トシステムを導入することが大切であるとされている。 
NPO 法人格を取得している総合型地域スポーツク
ラブは、事業目的である社会的ミッションを基軸にし
たマネジメントシステムを導入し、日々の経営管理に
取り入れている可能性が考えられるため、経営理念が
「経営管理の拠り所」として中小企業（未上場）より
機能しているという結果になった可能性がある。 
総合型地域スポーツクラブは、経営理念が「経営管
理の拠り所」となっていることから、今回の調査から
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創業期から次に以降する段階をスタート・アップ期に
属するクラブが多い可能性が考えられる。総合型地域
スポーツクラブにおける、指定管理者の受託、文部科
学省の事業の受託など、新しい社員やスタッフの採用
や、既存社員の昇進や再配置とともに、新たな組織が
生み出される可能性は否定できない。新たな組織によ
って権限が移譲された経営者チームの経営哲学と経営
理念に、高い道徳性と倫理観を組み込み、経営管理を
行うことにより、成長期における経営戦略の構築とい
う組織の成長へ進む準備が必要であると考える。 
次に、経営理念が大企業（未上場）と比較して「建
前」である認識が高いことが分かった。 本調査では、
総合型地域スポーツクラブの職員の賃金制度や定着率
は明らかでないが、一般的に NPO 法人の人材は入れ
替わりが多いことから「建前」であっても経営理念を
掲げることによって総合型地域スポーツクラブの一体
感・団結を強く謳い、人材の流出の防止を図っている
可能性が考えられる。 
 
・総合型地域スポーツクラブの経営理念と会員の平均
増減率 
 本研究では、クラブの経営理念とクラブの参加者
（NPO 法人の正会員ではなく、サービスの受益者（顧
客）の意味）の増減率には有意差が見られなかった。
このことからクラブの経営理念の諸機能が働いても、
クラブのサービス事業の受益者（顧客）の増加率の向
上にはつながらないことが明らかになった。このこと
は、総合型地域スポーツクラブが地域における独占的
な組織であり、競合するスポーツクラブがないために
受益者は複数のクラブサービスをそれぞれの経営理念
を参考にして決定するというシステムが働いていない
のか、もしくは経営理念によって総合型地域スポーツ
クラブのサービス内容が大きく変わることなく、クラ
ブの経営理念は受益者に差ほど影響しないことを示唆
している。 
6 結 論 
全国の NPO 法人格を取得している総合型地域スポ
ーツクラブの経営理念の内容がどのような内容を重視
しているのかを上場企業、大企業（未上場）、中小企業
（未上場）の 3 つと比較して明らかにし、それらのク
ラブの会員の増減率について分析を加えた。その結果、
次のようなことがわかった。 
1.NPO 法人の総合型地域スポーツクラブの経営理
念は一般の企業と比較して特定の地域を意識し、国
家への貢献を意識し、従業員の団結の意識を強くも
つ内容であることが分かった。 
 
2.総合型地域スポーツクラブは経営理念が「経営管
理の拠り所」として機能しているとし、事業目的で
ある社会的ミッションを基軸にしたマネジメントシ
ステムを導入し、日々の経営管理に取り入れている
可能性が考えられた。 
 
3. 今回の調査対象のクラブは、経営理念が「経営管
理の拠り所」となっている理由から、創業期から次
に以降する段階をスタート・アップ期に属するクラ
ブが多い可能性が考えられる。今後、総合型地域ス
ポーツクラブにおける、指定管理者の受託、文部科
学省の事業の受託など、新しい社員やスタッフの採
用や、既存社員の昇進や再配置とともに、新たな組
織が生み出される可能性は否定できない。新たな組
織によって権限が移譲された経営者チームの経営哲
学と経営理念に、高い道徳性と倫理観が組み込み、
経営管理を行うことにより、成長期における経営戦
略の構築という組織の成長へ進む準備が必要である。 
 
4. 総合型地域スポーツクラブの非正規職員比率は
不明であるが、「建前」であっても経営理念を掲げる
ことによって組織の一体感・団結を強く謳い、人材
の流出の防止を図っている可能性が考えられる。 
 
5. クラブの経営理念と内容とそれらの機能の意識
において、クラブの参加者（NPO 法人の正会員で
はなく、サービスの受益者（顧客）の意味）の増減
率は関係ないことが明らかになった。このことから
クラブの経営理念の諸機能が働いても、クラブのサ
ービス事業の受益者（顧客）の増加率の向上にはつ
ながらないことが明らかになった。 
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